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 相続税申告時における名義預金 

  

相続税の財産として課税されるのは、被相続人

名義の預金だけではありません。 

 

家族等の名義になっている預金でも、実質的に

被相続人の財産とみなされれば、相続税の課税

の対象となります。 

 

1. 名義預金とは？ 

  

 

2. 名義預金とみなされうるケース 

 

 

3. 名義預金として相続税の課税対象と

されないためには 

 



 

 

 
 

 
 
 
 
 

  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 名義預金とは？ 

名義預金とは、預け入れたお金の出どころや、口座を管理運用している人が名義人と異なる

預金をいいます。 

相続税の申告においては、家族等の名義になっている預金のうち、実質的に被相続人の財

産とみなされる名義預金については、相続税の課税対象となります。 

 

 名義預金とみなされうるケース 

1. 預金の出どころが被相続人 

学生である子や専業主婦などで収入が無い場合や、配偶者の収入に比べて配偶者の名義預金残高が不相

応に多い場合など 
 配偶者が生活費から蓄えたへそくりも、原則被相続人の財産となります 

 

2. 口座の名義人がその口座の存在を知らない  

祖父母が孫に知らせずに、こっそり孫名義で預金していた場合など 

 

3 名義人が贈与を受けた自覚がない 

贈与税の申告がされていない、贈与契約書が作成されていない、贈与を受けた側が知らない等 
 
贈与は「これをあげた」「これをもらった」という、当事者双方の意思確認によって成立します 
例えば、ＡがＢに贈与するつもりでＢ名義の口座を作っても、その名義人であるＢがそれを了解して
いない場合は、贈与とはならず、Ａの預金とみなされます 
 

4 預金の管理を名義人でなく、被相続人が行っている 

 通帳、印鑑を被相続人が管理、預金に関する各種手続きを被相続人が行っていた、 
 名義預金に被相続人と同じ印鑑を使用していた等 

 

【名義預金に注意が必要な理由】 
相続税の申告において、名義人が被相続人と異なることにより、相続財産にいれる

べき名義預金がうっかり漏れてしまう可能性があります。 
～国税局が公表した令和 6 年の調査実績～ 
申告漏れ相続財産の金額の構成比 ：現金・預貯金等が約 29％ 
贈与税の調査で申告間違いが発見された財産の構成比 ：現金・預貯金等が約 63％ 
 
そのため税務署では、相続税の申告書が提出されると、現金・預貯金については、

被相続人だけでなく、家族分も含め、徹底的に調べます。 
税務調査の結果、名義預金の申告もれが指摘された場合、相続税の追徴課税が行わ

れ、そのうえ、加算税・延滞税も課税されることになってしまいます。 



 

 

 

 
 
 

 

 

 

名義預金として相続税の課税対象とされないためには 

名義預金以外の財産でも、実質被相続人の財産と認められるものは、相続税の課税

対象となります 

（例）・被相続人が購入（新築）した不動産でまだ登記をしていないもの 

・被相続人の財産と認められる株式、公社債、貸付信託や証券投資信託の受

益証券等で家族の名義や無記名のものなどの被相続人名義以外のもの 

贈与であることを証明できるようにする 

（1）贈与契約書を作成する 

 ・贈与のたびに、契約書を作成する 

  

 ・【記載必要事項】 

贈与をする人の氏名住所、贈与を受ける人の氏名住所、贈与する財産の内容、財産の渡し

方、贈与を行う日付、双方の押印 

 

・暦年贈与の場合、贈与を受けた財産の価額の合計額が 110 万円を超えるときは、贈与税

の申告を忘れない 

 

（２）銀行振込で証拠を残す 

  口座に振り込んだ人の名前、金額、年月日の情報が記載されるので、契約書と併せて、客

観的な証拠になる 

 

（3）贈与を受けた人が財産を管理する 

・贈与を受けた人が、通帳、印鑑を自身で保管、管理する 

 ・贈与をした人と違う印鑑を使う（贈与者が預金を引き出せないようにする） 

 

～贈与により取得した財産に相続税が課税されるケース（生前贈与加算）～ 
 

令和 8 年中に相続により財産を取得した場合、その相続開始前 3 年以内にその相続に係る被相

続人から暦年課税による贈与により財産を取得したことがある場合には、原則、その贈与によ

り取得した財産の価額は相続税の課税価格に加算されます 
 



 

 

 
 


